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労働組合は健全な組織のカウンター・パートナー

一人ひとりは小さな力でも、多くの仲間が集まれば大きな力に！
組合がなければ県庁改革は進まない！賃金・労働条件は守れない！自治労県職労に加入を！

労働組合は未来を切り開く！

私たち自治労県職労は、賃金・労働条件の改善とともに、「仕事のやりがい」も重要な課題のひとつであると位置づけています。県民に感謝される仕事ができることは、職員にとって大変充実した人生を送れることになります。自治労県職労は、「仕事のやりがい」を常に求め、県庁を変革し、未来を切り開いていきたいと考えています。

組合がなければ、県庁改革は進まない！
自治労県職労は、内部管理事務の削減のために、これまでも、予算権限の部局への委譲や本庁所属の「小分け化」、人事制度の見直し等を提言し、不十分な点も多々ありますが、実現させてきました。

職員組合だからこそ、本当に「ムダ」なところがわかるし、改善のための方策を提示できるのです。

組合がなければ賃金・労働条件は守れない！

昨年、県人事委員会は7年ぶりにプラス勧告を出しましたが、当局は財政状況をぎりぎりまで見極めたいとして、勧告の実施を明言しないまま交渉最終日を迎えました。しかし、粘り強く労使交渉を行った結果、月例給・一時金の引上げを実現することができました。

また、「給与制度の総合的見直し」導入にあたり、経過措置（現給保障）を1年延長し、4年にすることができ、50歳台後半層の昇給・昇格制度の改悪については阻止することができました。

自治労県職労は、臨任・非常勤職員を守ります
　自治労県職労は、常勤職員だけでなく臨時的任用

職員や非常勤職員のみなさんも加入しています。

　毎年、臨任・非常勤職員の雇用、賃金・労働条件の改善に向けた取組みを行い、休暇制度の改善や健康診断の充実といった成果をあげています。

自治労県職労への加入を呼びかけます
県庁だけでなく、どんな組織にも、対峙する批判（するだけでなく解決策を提示する）勢力がなければ健全な組織とは言えません。

　私たち自治労県職労は「仕事にゆとりとやりがいを！県庁に市民社会の風を！」をスローガンに、提案型の労働運動を志向しています。
働きがいのある県職場とするため、いきいきと働き、健康な生活を送るために、組合に未加入のみなさんへ自治労県職労に加入されるよう呼びかけます。

また、自治労県職労の分会長や連絡員のみなさんに、新採用職員向けの組合案内を送りましたので、お声をかけてくださいますようお願いします。

2015年4月1日付け神奈川県新採用者数
	区　分
	知事
	企業
	教育
	他
	合計

	公募Ⅰ種
	174

（122）
	19

（12）
	13

（8）
	2

（2）
	208

（144）

	公募Ⅲ種
	4

（7）
	6

（11）
	7

（6）
	0

（0）
	17

（24）

	免許資格職
	44

（27）
	0

（0）
	6

（0）
	0

（0）
	50

（27）

	看護職員
	3

（5）
	0

（0）
	0

（0）
	0

（0）
	3

（5）

	身障者選考
	2

（1）
	0

（0）
	3

（1）
	0

（0）
	5

（2）

	経験者採用
	20

（11）
	7

（4）
	0

（0）
	0

（0）
	27

（15）

	その他
	81

（65）
	3

（0）
	4

（0）
	1

（0）
	89

（65）

	合　計
	328

（238）
	35

（27）
	33

（15）
	3

（2）
	399

（282）


（　）内は、2014年4月1日付け採用者数
2015年4月1日の人事異動規模

	区　分
	知　事
	企業庁
	教育局
	その他
	合　計

	理事級
	0
	0
	0
	0
	0

	局長・参事監級
	1
	0
	1
	0
	2

	部長・参事級
	5
	0
	4
	0
	9

	課長級
	36
	1
	26
	0
	63

	その他級
	748
	52
	225
	7
	1,032

	小　計
	790
	53
	256
	7
	1,106

	兼任等
	22
	4
	4
	1
	31

	合　計
	812
	57
	260
	8
	1,137


○2015年度の定期人事異動は、知事選挙の後に実施
【参考】2011年4月1日の異動規模（前回の知事改選期）

	区　分
	知　事
	企業庁
	教育局
	その他
	合　計

	理事級
	1
	0
	0
	0
	1

	局長・参事監級
	0
	0
	0
	0
	0

	部長・参事級
	6
	0
	0
	0
	6

	課長級
	51
	0
	17
	1
	69

	その他級
	664
	14
	270
	6
	954

	小　計
	722
	14
	287
	7
	1,030

	兼任等
	31
	7
	4
	0
	42

	合　計
	753
	21
	291
	7
	1,072


【過去の異動規模】
	年　度
	異動年月日
	異動者数

	2011
	2011年4月1日
	1,030

	
	2011年6月1日
	2,068

	2012
	2012年4月1日
	3,154

	2013
	2013年4月1日
	3,898

	2014
	2014年4月1日
	3,502


2015年3月31日付け退職者数

	退職理由
	知　事
	企業庁
	教育局
	合　計

	定　　　年
	173(149)
	30(28)
	85(47)
	288(224)

	勧　　　奨
	52(39)
	4(3)
	13(14)
	69(56)

	自己都合等
	66(63)
	1(0)
	10(12)
	77(75)

	合　　　計
	291(251)
	35(31)
	108(73)
	434(355)

	合計の内訳
	理事級
	0(2)
	0(0)
	0(0)
	0(2)

	
	局長・参事監級
	3(11)
	0(2)
	2(1)
	5(14)

	
	部長・参事級
	15(14)
	3(2)
	2(2)
	20(18)

	
	課長級
	38(44)
	5(9)
	12(4)
	55(57)

	
	その他級
	235(180)
	27(18)
	92 (66)
	354(264)


（　）内は、2014年3月31日付け退職者数

3月末をもって
退職されるみなさま

大変ご苦労様でした

今後も新たな世界で
ご活躍ください♪

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































